
社会福祉法人の経営状況の分析
　■ 札幌市が所管する社会福祉法人の経営指標の平均値
　■ 令和６年度決算書を分析したもの
　■ 経営指標は、収益性、短期安定性、資金繰りの観点から、次の指標を選定



経常増減差額率
　■ サービス活動収益に対する経常増減差額の割合
　■ 法人の収益性を理解する上での基本指標

全法人 介護のみ 障害のみ 保育のみ その他 複数事業

全体
２．３９％
（n=202）

－１．３４％
（n=32）

２．９７％
（n=28）

３．４０％
（n=89）

－１．２４％
（n=7）

３．２３％
（n=46）

黒字法人のみ
７．０９％

（n=124/202）
３．３４％
（n=14/32）

８．００％
（n=18/28）

８．３６％
（n=55/89）

６．５８％
（n=4/7）

６．１１％
（n=33/46）

経常増減差額÷サービス活動収益計（％）

　判定値：＜０％

□  マイナスとなる場合、主とする事業に金融取引等を加減算した結果で 赤字が発生している状態を示し、マイナスが継続す　る場
合、将来的な財務状況の悪化につながる可能性 がある。

平均判定値

※n=対象法人数



流動比率
　■ 流動負債に対する流動資産の割合
　■ 短期支払い義務に対する支払能力を示す指標

全法人 介護のみ 障害のみ 保育のみ その他 複数事業

全体
４３６．５％
（n=202）

３９６．２％
（n=32）

８０９．７％
（n=28）

２７７．２％
（n=89）

１２７８．９％

（n=7）
４１７．５％
（n=46）

黒字法人のみ
４９５．３％
（n=124/202）

４７０．６％
（n=14/32）

７５１．９％
（n=18/28）

３３１．７％
（n=55/89）

１９５８．６％

（n=4/7）
４６１．２％
（n=33/46）

流動資産÷流動負債（％）

　判定値：＜100％
□  値が高いほど、短期的な支払い能力が高いことを意味する。
□  一般的に200％以上であることが望ましく、 100％を下回る場合、短期的安定性を欠いている ことが想定される。

平均判定値

※n=対象法人数



借入金償還余裕率
　■ 事業活動資金収支差額に対する借入金償還額及び利子支払額の割合
　■ 法人にとっての元利金返済の負担の大きさを示す指標

全法人 介護のみ 障害のみ 保育のみ その他 複数事業

全体
－４３．４％
（n=202）

９４．８％
（n=32）

－１３．３％
（n=28）

２２．８％
（n=89）

－３．９％
（n=7）

－２９２．２％

（n=46）

黒字法人のみ
－２８．４％
（n=124/202）

５１．０％
（n=14/32）

１３．６％
（n=18/28）

－３．３％
（n=55/89）

５．７％
（n=4/7）

－１３０．９％

（n=33/46）

借入金元利払額÷事業活動資金収支差額（％）

　判定値：＞100％ 又は ＜0％
□  値が100％を上回る場合、事業活動による獲得資金で元利払いが賄えていない状況 にあり、財務安定性に問題が生じてい　る
可能性がある。
□  値が０％未満の場合は、元利払い以前に事業収支がマイナスの状況 。

平均判定値

※n=対象法人数



事業活動資金収支差額率
　■ 事業活動収入に対する事業活動資金収支差額の割合
　■ 当年度の事業活動による資金収入と資金支出のバランスを示す指標で、資金の獲得能力を表す。

全法人 介護のみ 障害のみ 保育のみ その他 複数事業

全体
６．５６％
（n=202）

４．６３％
（n=32）

７．４９％
（n=28）

６．９５％
（n=89）

－０．５３％
（n=7）

７．６７％
（n=46）

黒字法人のみ
１０．７４％
（n=124/202）

８．５１％
（n=14/32）

１２．０４％
（n=18/28）

１１．３９％
（n=55/89）

７．９６％
（n=4/7）

１０．２１％
（n=33/46）

事業活動資金収支差額÷事業活動収入計（％）

　判定値：＜０％

□ マイナスの場合、期末支払資金残高の取崩しを来し、このまま推移すると 資金繰りに窮する可能性がある。
□ ２期続けてマイナスの場合、恒常的に事業活動支出が事業活動収入を上回る状態となっている可能性があり、事業の継続 　性
が危ぶまれる。

平均判定値

※n=対象法人数



人件費・委託費比率
　■ サービス活動収益に対する人件費と業務委託費の合計の割合
　■ 人件費比率に外部委託の有無による影響を加味したもの

全法人 介護のみ 障害のみ 保育のみ その他 複数事業

全体
７３．７％
（n=202）

７０．２％
（n=32）

６５．６％
（n=28）

７９．６％
（n=89）

５７．３％
（n=7）

７２．０％
（n=46）

黒字法人のみ
７０．９％

（n=124/202）
６８．５％
（n=14/32）

６０．９％
（n=18/28）

７５．７％
（n=55/89）

６５．８％
（n=4/7）

７０．０％
（n=33/46）

（人件費＋業務委託費）÷サービス活動収益計（％）

□  社会福祉事業は労働集約型のため大きくなる傾向にある。
□  適切な福祉サービスを提供する上で、適切な人員配置と適正な報酬水準確保は不可欠
□  一概に低く抑えることが正しいとは限らない。収益と併せ、費用の構成について経年変化を確認することで、収益構造の　全体
増を理解する必要がある。（※収益と費用の合理性を比較するための指標共通事項）

平均判定値

※n=対象法人数



事業費比率
　■ サービス活動収益に対する事業費の割合
　■ 事業費は、利用者への福祉サービスの提供に直接要する経費を表し、値の多　　寡
は、法人の提供する福祉サービスの特性に影響を受ける。

全法人 介護のみ 障害のみ 保育のみ その他 複数事業

全体
１３．０％
（n=202）

１８．９％
（n=32）

１０．５％
（n=28）

１０．６％
（n=89）

１７．８％
（n=7）

１４．３％
（n=46）

黒字法人のみ
１２．０％

（n=124/202）
１７．４％
（n=14/32）

９．９％
（n=18/28）

１０．１％
（n=55/89）

１４．７％
（n=4/7）

１３．８％
（n=33/46）

事業費÷サービス活動収益計（％）

□  一概に低く抑えることはサービスの質の低下につながり望ましくないが、収益性の要因分析の観点から値の多寡と推移を　分析
することが有用。

平均判定値

※n=対象法人数



事務費比率
　■ サービス活動収益に対する事務費の割合
　■ 事務費は、法人・施設等の運営に要する一般管理費的な経費を表し、値の多　　寡
は、外部委託の利用や設備等の賃借の状況、施設老朽化の度合いによる修　　繕費負
担の大きさ等に影響を受ける。

全法人 介護のみ 障害のみ 保育のみ その他 複数事業

全体
９．４％
（n=202）

１４．５％
（n=32）

１１．９％
（n=28）

５．８％
（n=89）

１３．３％
（n=7）

１０．８％
（n=46）

黒字法人のみ
８．４％

（n=124/202）
１１．９％
（n=14/32）

１１．０％
（n=18/28）

５．３％
（n=55/89）

１６．７％
（n=4/7）

９．４％
（n=33/46）

事務費÷サービス活動収益計（％） 

□ 収益性の要因分析の観点から値の多寡と推移を分析することが有用。

平均判定値

※n=対象法人数


